



What Regulatory Framework and Policies are Needed to Revive the Financial Intermediary 















































































（注） 四半期末値。直近値は 2014 年 6 月末。大手行は総資産残高上位 25 行，中下位行は大手行以外。
 国債等：国債・機関債の合計。現金資産：FRB預け金（ﾌｪﾃﾞﾗﾙﾌｧﾝﾄﾞ以外），金融機関預け金，現金。
（出所） Federal Reserve Board “Assets and Liabilities of Commercial Banks in the United States-H.8 より作成。
（図表４）国内商業銀行の預貸率，国債・預け金の対預金比率の推移〔米国〕
（注） 四半期末値。直近値は 2014 年 6 月末。大手行は総資産残高上位 25 行，中下位行は大手行以外。
 預貸率＝Loans and leases in bank credit ÷Deposits× 100















（注） 対象は大手行 10 行（みずほ，三菱東京UFJ，三井住友，りそな，埼玉りそな，三菱UFJ 信託，
 みずほ信託，三井住友信託，新生，あおぞら），地方銀行 105 行。


































2 2014 年 5 月 19 日付日本経済新聞（電子版）「国債は安全資産か　銀行保有に新規制案」。
 （http://www.nikkei.com/article/DGXNASGC17002_X10C14A5SHA000/）














を規制すべきだとの声が上がっている。同総栽は“Stop encouraging banks to buy government debt”















































































































　大口信用供与規制については，バーゼル委員会が 2014 年 4 月，各国間で規制内容に差異の
ある国内規制を包含し，かつグローバルな金融システム上重要な銀行（G-SIBs）に対して現行
の各国規制より厳しい基準を適用する大口エクスポージャー規制の内容を発表している（導入






はめてみよう。日本銀行（2014b）によれば，2013 年度末の大手 10 行（内訳は図表５の(注)を参照）
のTierⅠ合計が約 160 兆円であることから，単純計算では 10 行合計の国債保有上限額は約 40 兆
円となる。現実には，10 行のうちメガバンク３行がG-SIBsに指定されていることから，保有上
限額はさらに少なくなる。同年度末の 10 行の国債保有残高は 89 兆円であったから，保有国債
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